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業務効率化に成功
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① 従業員による立替経費精算

手渡し現金支払のため、現金の用意・
管理の手間がかかり、受領完了には従
業員の出社が必須。

スマートフォンでの精算・受取方式
に移行し、現金や書類の用意を廃止。
受領記録の確認も容易に。

② 取引先などへの定期的な支払い業務

一定期間内に行うべき業務工数の多さが
顕著で、経理担当者の負担感が大きい。

送金先情報をまとめたCSVファイルの一括ア
ップロード方式を実現し、業務工数が軽減。

多額の固定費が定期的に発生。

送金手数料の低価格化により従来
コストの1/2削減に成功。

【会社・商品に関するお問い合わせ先】BOTEJYU Group ホールディングス株式会社 担当：林 青青 住所：大阪府大阪市西成区岸里東2丁目1番11号（BOTEJYU Groupビル 2F / 3F）
TEL：06-6653-1331（代） FAX：06-6653-2125 MAIL：q.lin@botejyu.co.jp URL：https://www.botejyu.co.jp/

【取材・掲載に関するお問い合わせ先】株式会社SUZU PR COMPANY 小林・瀬戸 TEL：080-6390-8284 MAIL：suzupr@suzu-pr.com URL：http://suzu-pr.com

〈提供画像〉https://bit.ly/3sYigxX

今後のグローバル化にも活用

「「ぼてぢゅうぼてぢゅう®®グループグループ」」
グループ会社全体に「グループ会社全体に「pring法人送金サービス」を導入し」を導入し
経費精算の経費精算の完全キャッシュレス化完全キャッシュレス化・・コスト削減コスト削減を実現を実現  

1946年に食い道楽の街・大阪玉出で大阪お好
み焼専門店として誕生した「ぼてぢゅう®®｣
は、創業以来77年にわたり、多くのお客様に
支持されてまいりました。当社発祥の「モダ
ン焼」「マヨネーズのトッピング」は、瞬く間
に大阪の誇る”粉もの文化”の名物として定着
いたしました。現在は商業施設を中心に101
店舗（国内54店舗、海外店舗47店舗/2022年5
月現在）を展開し、カジュアルで美味しい本
物の日本食を世界に普及促進させるべく活動
を続けております。

BOTEJYU Group ホールディングス株式会社
お好み焼専門店『ぼてぢゅう®®』をはじめとする飲食店運営
本 社：大阪府大阪市西成区岸里東2丁目1番11号

（BOTEJYU Groupビル 3F）
代 表：代表取締役　栗田 英人
公式 H P：https://www.botejyu.co.jp/

「ぼてぢゅう®®グループ」

pring法人送金サービスについて

個人間送金アプリpring、メンバ
ーズカード、店舗・API決済、法
人送金サービス、きせかえプリ
ン、pring公式アカウントを提供
する株式会社pring。法人送金サ

ービスは、法人から24時間365日振込・送金ができ
るサービスです。API連携が可能なため、システム
連携もスピーディに行うことができます。また手数
料も安価なため、ご利用法人様の送金・振込コスト
を削減することも可能です。https://www.pring.jp/

1946年に創業したお好み焼専門店の老舗「ぼてぢゅう®」を運営する「ぼてぢゅ
う®®グループ」（大阪府大阪市、代表取締役社長：栗田 英人、以下「当社」）は、
経理精算業務において、株式会社pring（東京都渋谷区、代表取締役社長 荻原 充
彦）が提供する「pring（プリン）法人送金サービス」を導入し、経理担当者の業
務負担を大幅に軽減し業務効率化に成功いたしましたので報告いたします。

日本の地域に根付いた食文化の伝統を守りながら常に挑戦し成長を続けてきた当
社は、77年以上にわたりカジュアルで美味しい日本食を発信し、多くのお客様に
支持されてまいりました。現在は商業施設を中心に101店舗（国内54店舗、海外
店舗47店舗/2022年5月現在）を展開し、広域に広がる店舗の運営を支える間接部門における経理精算業務の煩雑さが社内課題となっておりまし
た。その対策として、2022年4月より経理精算業務のDX化を目指して「pring法人送金サービス」を導入し、業務改革に成功いたしました。
今後も、ぼてぢゅう®®グループは様々なコスト削減の問題を積極的に解決し、法人の経費精算業務のDX化を促進すると共に、国内ではデジタルメ
ンバーズカードの導入、社内向けインセンティブ報酬の設定、社内食事券のデジタル化による利用データの取得・活用、API連携によるECサイト
での活用などを検討しております。またグローバル展開を進める中で、海外店舗においても同様のサービスの実現を目指し、日本で働く当社外国
人スタッフによる出身国の店舗にて家族の食事利用を可能とさせる福利厚生サービス等、働き方改革を視野に入れダイバーシティ経営を進めてま
いります。

③ 送金手数料
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